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 （注）１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。  

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第66期

第１四半期 
連結累計期間 

第67期
第１四半期 
連結累計期間 

第66期 

会計期間 
自平成23年４月１日
至平成23年６月30日 

自平成24年４月１日
至平成24年６月30日 

自平成23年４月１日 
至平成24年３月31日 

売上高（百万円）  26,598  32,078  115,417

経常利益（百万円）  862  1,236  4,081

四半期（当期）純利益（百万円）  502  764  2,462

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 531  653  2,450

純資産額（百万円）  27,829  29,585  29,443

総資産額（百万円）  54,997  61,605  61,095

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 24.56  37.36  120.29

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  50.2  47.7  47.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 905  △1,156  5,885

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 574  144  440

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,013  △551  △2,472

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 9,427  11,163  12,735

２【事業の内容】
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  当第１四半期連結累計期間において、新たに発生したリスク及び前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」について変更した重要な事項はありません。 

  

  該当事項はありません。  

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】
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（1）業績の状況 

①全般の概況 

      当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要やエコカー補助金を背景にした

     自動車販売が景気を下支えし、緩やかに回復を続けました。エレクトロニクス業界におきましては、ラインナ

     ップが充実したスマートフォンの販売は好調でしたが、薄型テレビ等の家電製品の販売、半導体や電子部品等

     の生産は低調に推移しました。 

        このような状況の中、当社グループは、スマートフォンなど携帯電話関連及びアミューズメント関連の部材

     に注力した販売活動に努めました。 

            この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、前年同期比20.6%増の320億78百万円となりました。 

            利益面につきましては、売上高の増加に伴い売上総利益も増加したことから、営業利益は、前年同期比49.5

          ％増の12億89百万円となりました。 

            経常利益は、営業利益が増加したことから、前年同期比43.4％増の12億36百万円となりました。 

            税金等調整前四半期純利益は、経常利益が増加したことから、前年同期比44.2％増の11億77百万円となり四

          半期純利益は、前年同期比52.1％増の７億64百万円となりました。 

  

②セグメント別の概況 

           当社グループの報告セグメントを基にした、当第１四半期連結累計期間における地域別販売状況（セグメン 

         ト間取引の相殺消去前）の概要は、以下のとおりであります。 

         （日本） 

    売上高は、「電気材料」及び「機構部品」の販売が増加したことから、前年同期比25.0%増の268億99百万円と 

  なりました。営業利益は、前年同期比110.5％増の９億10百万円となりました。 

  

         （中国） 

    売上高は、「電子部品」の販売が減少したことから、前年同期比5.0％減の94億４百万円となりました。営業利

  益は、前年同期比34.9％減の１億93百万円となりました。 

  

         （その他アジア） 

    売上高は、「機構部品」の販売が増加したことから、前年同期比22.3％増の39億92百万円となりました。営業 

  利益は、前年同期比225.8％増の１億２百万円となりました。 

  

         （欧米） 

    売上高は、「電気材料」の販売が増加したことから、前年同期比4.2％増の５億53百万円となりました。営業利

  益は、前年同期比674.9％増の15百万円となりました。 

  

  

  また、当社グループの当第１四半期連結累計期間における商品区分別販売状況の概況は、以下のとおりでありま 

  す。 

  

        （電気材料） 

          携帯電話及びアミューズメント用等のディスプレイ部品・材料の販売が増加した結果、売上高は前年同期比 

        16.8％増の166億98百万円となりました。 

  

        （電子部品) 

          携帯電話及び車載用等の電気部品の販売が増加した結果、売上高は前年同期比8.7%増の67億95百万円となりま

      した。 

  

        （機構部品） 

         アミューズメント用等の機構部品の販売が増加した結果、売上高は前年同期比56.7%増の55億89百万円となり 

      ました。 

  

        （その他） 

        製造設備等の販売が増加した結果、売上高は前年同期比20.8%増の29億94百万円となりました。 

  

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（2）財政状態の状況 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比0.8％増の616億５百万円となりました。  

 流動資産は、「現金及び預金」及び「未収消費税等」が減少したものの、「受取手形及び売掛金」及び「た

な卸資産」が増加したこと等により、前連結会計年度末比1.1％増の562億79百万円となりました。 

 固定資産は、「投資有価証券」が減少したこと等により、前連結会計年度末比1.6％減の53億25百万円となり

ました。 

 流動負債は、「短期借入金」及び「未払法人税等」が減少したものの、「支払手形及び買掛金」が増加した

こと等により、前連結会計年度末比1.3％増の318億３百万円となりました。 

 固定負債は、「負ののれん」が減少したこと等により、前連結会計年度末比12.5％減の２億16百万円となり

ました。 

 純資産は、「利益剰余金」が増加したこと等により、前連結会計年度末比0.5%増の295億85百万円となり、自

己資本比率は、47.7％となりました。 

  

（3）キャッシュ・フローの状況 

  当第１四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前

連結会計年度末より15億72百万円減少し、111億63百万円となりました。  

 営業活動により使用した資金は11億56百万円となり、前第１四半期連結累計期間と比較して支出が20億61百

万円増加しておりますが、これは売上債権が増加したこと等によるものであります。 

 投資活動によって得られた資金は、１億44百万円となり、前第１四半期連結累計期間と比較して収入が４億

30百万円減少しておりますが、これは前第１四半期連結累計期間に投資有価証券の償還があったこと等による

ものであります。 

 財務活動により使用した資金は５億51百万円となり、前第１四半期連結累計期間と比較して支出が４億62百

万円減少しておりますが、これは短期借入金が減少したこと等によるものであります。 

   

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 ①当社グループの現状認識及び対処すべき課題の内容 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの対処すべき課題については重要な変更はありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

は、以下のとおりであります。   

  

②会社の支配に関する基本方針 

a．基本方針の内容 

当社グループは、エレクトロニクス業界において、伝統的商社機能のほか、情報収集機能、物流機能等を活

用し、新たな付加価値を提供しつつ商材の販売活動を展開しております。 

          一方、仕入先に対しては、得意先に関する情報を収集、分析し提供することで当社グループがマーケティン

グ及び営業機能を代替するなどして、得意先への商材の安定的な供給を確保しております。 

          また、当社グループの事業活動においては、株主、得意先、仕入先、従業員にとどまらず、社会的責任をも

たらすものとして、地域社会の調和、環境への配慮など、事業を進めるにあたり広範囲のステークホルダーの

利益を最大限に配慮することも必要であると考えております。 

          このように、当社グループの企業価値は、ステークホルダーとの強固な信頼の基に成り立っており、各事業

の有機的な結合によって確保、向上されるべきものと考えております。このような観点から、当社グループの

財務及び事業の方針の決定を支配する者としては、株主や得意先、仕入先、地域、社会、従業員等のステーク

ホルダーの利益に資することに配慮し、当社の企業価値及び株主共同の利益を中長期的に確保、向上させてい

く立場にあるべきものと考えております。 

ところで、近年、わが国においても、対象となる会社の経営陣の賛同を得ることなく、一方的に大規模な株

式の買い付けを強行するという事例が見られるようになっております。上場会社である当社の株式は、株主、

投資家の皆様の自由な取引が認められており、当社の株式に対する大規模な買付行為があったとしても、一概

にこれを否定するものではなく、最終的には、株主の自由な意思により判断されるべきであると考えておりま

す。 

しかしながら、大規模買付行為は、それが成就すれば、当社の経営に直ちに大きな影響を与える支配権を取

得するものであり、当社の企業価値及び株主共同の利益に重大な影響を及ぼす可能性を内包しております。 

  このうち、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれのある大規模買付行為は不適切と考えざる

を得ず、また、その行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適当であると考

えております。  
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b．基本方針の実現に資する特別な取り組み 

当社グループは、日々の事業活動を通じて、企業としての社会的責任を果たし、健全な事業成長を遂げる

ことにより、社会の発展に貢献することをめざしております。また、多数の株主、投資家の皆様に長期的に

継続して当社に投資して頂くため、中長期的に当社の企業価値及び株主共同の利益を向上させるため、以下

の点を重点施策として、取り組んでおります。 

   イ．得意先の様々なニーズを捉えるマーケティング力のさらなる強化を図る 

得意先の最終消費者の多様な要求、嗜好に基づく、得意先からの製品設計上の様々なニーズを満たすべ

く営業各部門が得た情報を「開発部」を中心に分析したうえで共有化し、全社的戦略・戦術の策定力の強

化を図ってまいります。 

      ロ．得意先を取り巻く環境の変化をいち早く察知し営業展開を図る 

得意先エレクトロニクスメーカーの生産体制のグローバル化に対応して、販売拠点及びその他ネットワ

ークの整備拡充を推進し、海外現地法人の販売子会社や加工子会社等も含めた販売体制の連携及び強化を

図っていく必要があると考えております。中国を中心としたアジア地区での販売活動には引き続き注力し

ながらも、欧米地区においても強化を図ってまいります。 

      ハ．業務管理の画一化 

各海外現地法人のオペレーションの安定による業務管理の画一化を図り、内部統制の強化並びに販売費

及び一般管理費等のコスト削減努力を継続するとともに、外貨取引の増加に対応した為替管理等の各種リ

スク管理を強化し、基幹システム等の改善や増強、人材の育成にも注力してまいります。  

         ニ．豊田通商株式会社との資本業務提携契約に基づく活動の推進 

豊田通商株式会社と締結した資本業務提携契約に基づく活動により、「販売及び仕入チャネルの拡

充」、「海外営業拠点展開の加速」及び「物流網の相乗りによるコスト削減」等による互いのシナジー効

果の創出に取り組んでまいります。 

c．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため 

  の具体的な取り組み 

当社は、前記a.記載の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止するための取り組みとして、平成19年６月22日開催の第61回定時株主総会で買収防衛策を導

入し、平成20年６月20日開催の第62回定時株主総会の決議による承認を得て、これを更新いたしました（更

新後の買収防衛策を、以下、「本施策」という。)。 

しかしながら、当社を取り巻く経営環境は、買収防衛策を導入し、本施策として更新した当時とは変化し

ており、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれのある大規模買付行為の脅威も相対的に低く

なってきていると考えております。また、金融商品取引法等の改正等に伴う、大規模買付行為に対する手続

の整備、変更の浸透により、株主の皆様が適切な判断をするために必要な情報や時間を確保するという本施

策の目的は、一定程度担保されることとなりました。 

このような事情を総合的に勘案し、当社は、平成23年５月10日開催の取締役会において、平成23年６月開

催の定時株主総会の終結時に有効期間の満了を迎える本施策の見直しにつき慎重に検討を行った結果、平成

23年６月17日開催の当社第65回定時株主総会の終結時をもって本施策を継続しないことを決議いたしまし

た。 

なお、本施策の非継続後に、当社株式の大規模買付行為が行われた場合は、当該大規模買付行為が当社の

企業価値または株主共同の利益を毀損するおそれがないかどうか、積極的な情報収集とその適切な開示に努

めるとともに、会社法その他関係法令及び定款の許容する範囲において、当社取締役会が必要かつ適切であ

ると判断する措置を講じます。また、今後の社会的な趨勢も考慮し、当社の企業価値及び株主共同の利益の

毀損を防止するため、当社取締役会が買収防衛策を再導入する必要があると判断した場合には、定款の定め

に従い、株主総会にその是非をお諮りいたします。 

d. 特別な取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由  

  当社は、前記a.の基本方針を踏まえ、当社の企業価値を向上させ、株主共同の利益を確保するため、前記

b.を重点施策として策定しており、これはまさに当社の基本方針に沿うものであります。これら取り組み

は、当社の企業価値の向上及び株主共同の利益の確保を目的とするものであり、当社の会社役員の地位の維

持を目的とするものではありません。  

  

（5）研究開発活動 

当社グループは、得意先、仕入先と共同で商品開発に取り組んでおりますが、技術開発の主体は相手方にあ

るため、特記すべき事項はありません。 
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  84,000,000

計  84,000,000

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成24年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月３日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  21,152,473  21,152,473
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

100株  

計  21,152,473  21,152,473 － － 

(2)【新株予約権等の状況】

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4)【ライツプランの内容】

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

 平成24年４月１日～ 

 平成24年６月30日 
 －  21,152,473  －  2,142  －  2,017

(6)【大株主の状況】
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①【発行済株式】 

  

 ②【自己株式等】 

  

該当事項はありません。  

  

  

  

  

(7)【議決権の状況】

  平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  679,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  20,464,400  204,644 － 

単元未満株式 普通株式  9,073 － － 

発行済株式総数  21,152,473 － － 

総株主の議決権 －  204,644 － 

  平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エレマテック株式会

社  

東京都港区三田三丁目

５番27号 
 679,000  －  679,000  3.21

計 －  679,000  －  679,000  3.21

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。  

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平

成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,764 11,187

受取手形及び売掛金 ※2  35,667 ※2  38,589

たな卸資産 ※1  5,286 ※1  5,491

未収消費税等 920 308

繰延税金資産 270 273

その他 956 624

貸倒引当金 △180 △195

流動資産合計 55,685 56,279

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,368 2,378

減価償却累計額 △1,552 △1,574

建物及び構築物（純額） 816 803

機械装置及び運搬具 723 734

減価償却累計額 △380 △396

機械装置及び運搬具（純額） 343 338

土地 1,663 1,663

その他 580 590

減価償却累計額 △442 △450

その他（純額） 138 140

有形固定資産合計 2,961 2,945

無形固定資産   

ソフトウエア 122 126

その他 58 55

無形固定資産合計 181 181

投資その他の資産   

投資有価証券 817 717

長期貸付金 5 5

繰延税金資産 109 124

保険積立金 403 428

投資不動産 411 409

その他 597 592

貸倒引当金 △77 △77

投資その他の資産合計 2,267 2,199

固定資産合計 5,410 5,325

資産合計 61,095 61,605
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※2  28,955 ※2  30,022

短期借入金 164 75

未払法人税等 716 466

賞与引当金 203 182

役員賞与引当金 － 16

その他 1,365 1,040

流動負債合計 31,405 31,803

固定負債   

繰延税金負債 0 0

退職給付引当金 68 69

負ののれん 63 31

その他 113 113

固定負債合計 247 216

負債合計 31,652 32,020

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,142 2,142

資本剰余金 3,335 3,335

利益剰余金 26,002 26,255

自己株式 △694 △694

株主資本合計 30,785 31,038

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 32 7

為替換算調整勘定 △1,564 △1,650

その他の包括利益累計額合計 △1,531 △1,642

少数株主持分 188 189

純資産合計 29,443 29,585

負債純資産合計 61,095 61,605
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

売上高 26,598 32,078

売上原価 23,859 28,757

売上総利益 2,739 3,321

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 685 729

役員報酬 60 56

運賃及び荷造費 224 261

法定福利費 98 112

旅費及び交通費 116 120

減価償却費 44 40

賞与引当金繰入額 128 151

役員賞与引当金繰入額 15 16

退職給付費用 56 58

貸倒引当金繰入額 △39 8

その他 485 475

販売費及び一般管理費合計 1,876 2,031

営業利益 862 1,289

営業外収益   

受取利息 48 5

受取配当金 5 5

負ののれん償却額 36 31

賃貸収入 27 25

その他 10 7

営業外収益合計 128 75

営業外費用   

支払利息 15 0

持分法による投資損失 8 16

賃貸費用 5 5

為替差損 96 91

その他 2 15

営業外費用合計 128 129

経常利益 862 1,236

特別損失   

投資有価証券評価損 － 59

出資金売却損 46 －

特別損失合計 46 59

税金等調整前四半期純利益 816 1,177

法人税等 315 423

少数株主損益調整前四半期純利益 500 754

少数株主損失（△） △2 △10

四半期純利益 502 764
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 500 754

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 55 △25

為替換算調整勘定 △32 △87

持分法適用会社に対する持分相当額 7 12

その他の包括利益合計 30 △100

四半期包括利益 531 653

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 527 653

少数株主に係る四半期包括利益 4 0
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 816 1,177

減価償却費 60 57

投資有価証券評価損益（△は益） － 59

負ののれん償却額 △36 △31

出資金売却損 46 －

持分法による投資損益（△は益） 8 16

貸倒引当金の増減額（△は減少） △53 8

受取利息及び受取配当金 △53 △10

売上債権の増減額（△は増加） 130 △2,853

たな卸資産の増減額（△は増加） 134 △186

仕入債務の増減額（△は減少） △277 876

未収消費税等の増減額（△は増加） 634 612

その他 50 △223

小計 1,459 △499

利息及び配当金の受取額 68 10

利息の支払額 △17 △0

法人税等の支払額 △605 △666

営業活動によるキャッシュ・フロー 905 △1,156

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △48 △28

出資金の回収による収入 － 57

投資有価証券の売却及び償還による収入 643 －

長期貸付金の回収による収入 － 116

その他 △19 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー 574 144

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △524 △82

配当金の支払額 △474 △468

その他 △14 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,013 △551

現金及び現金同等物に係る換算差額 △16 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 450 △1,572

現金及び現金同等物の期首残高 8,977 12,735

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  9,427 ※  11,163
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※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当第１四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日  

 でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当第１四半期連結会計期間末日満期手形の 

 金額は、次のとおりであります。  

  

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと 

おりであります。 

  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

 配当金支払額 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

 配当金支払額 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳科目及び金額は、次のとおりであります。 

  
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日） 

商品及び製品 百万円 5,100 百万円 5,301

原材料  185  189

  
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日） 

受取手形 百万円 1,236 百万円 521

支払手形           24           18

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

  （百万円） （百万円） 

現金及び預金勘定  9,443  11,187

預入期間が３か月を超える定期預金  △15  △24

現金及び現金同等物  9,427  11,163

(株主資本等関係)

（決議） 株式の種類 
配当金の
総額 

（百万円）

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月19日 

取締役会 
普通株式  511  25 平成23年３月31日 平成23年６月20日 利益剰余金

（決議） 株式の種類 
配当金の
総額 

（百万円）

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月24日 

取締役会 
普通株式  511  25 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金
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報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報 

前第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

(単位：百万円） 

     （注）１．セグメント利益（営業利益）の調整額は、セグメント間の消去額を記載しております。  

        ２．日本以外の各セグメントに属する国または地域は、次のとおりであります。 

    （１）中国……………中国（香港を含む） 

    （２）その他アジア…台湾、韓国、インド、東南アジア 

    （３）欧米……………USA、チェコ、ポーランド 

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

(単位：百万円） 

     （注）１．セグメント利益（営業利益）の調整額は、セグメント間の消去額を記載しております。  

        ２．日本以外の各セグメントに属する国または地域は、次のとおりであります。 

    （１）中国……………中国（香港を含む） 

    （２）その他アジア…台湾、韓国、インド、東南アジア 

    （３）欧米……………USA、チェコ  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

  

報告セグメント
調整額 

（注１） 

四半期連結
損益計算書 
計上額 日本 中国

その他
アジア

欧米  計

売上高               

（1）外部顧客に対する 
   売上高 14,943 8,453 2,777 424 26,598 － 26,598 

（2）セグメント間の内 
   部売上高又は振替高 6,580 1,443 486 107 8,617 (8,617) －

計 21,524 9,896 3,264 531 35,216 (8,617) 26,598 

セグメント利益 432 296 31 1 762 100 862 

  

報告セグメント
調整額 

（注１） 

四半期連結
損益計算書 
計上額 日本 中国

その他
アジア

欧米  計

売上高               

（1）外部顧客に対する 
   売上高 21,201 7,094 3,292 490 32,078 － 32,078 

（2）セグメント間の内 
   部売上高又は振替高 5,698 2,310 699 62 8,771 (8,771) －

計 26,899 9,404 3,992 553 40,849 (8,771) 32,078 

セグメント利益 910 193 102 15 1,221 68 1,289 
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）   潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

       該当事項はありません。  

  

平成24年５月24日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。 

（イ）配当金の総額……………………………………511百万円 

（ロ）１株当たりの金額………………………………25円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成24年６月27日 

（注） 平成24年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。  

  

(１株当たり情報)

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

 １株当たり四半期純利益金額 円 銭 24 56 円 銭 37 36

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  502  764

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  502  764

普通株式の期中平均株式数（千株）  20,473  20,473

(重要な後発事象)

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエレマテック

株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２４年４

月１日から平成２４年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２４年４月１日から平成２４年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任  

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エレマテック株式会社及び連結子会社の平成２４年６月３０日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２４年８月３日

エ レ マ テ ッ ク 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 山 本 禎 良  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 柳 井  浩 一  印 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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